
１．釜石調査と本論稿執筆の経緯

まず、今般の３．１１における地震及び津波によっ

て、被災された皆様に心よりお見舞いを申し上げま

すとともに、亡くなられた方々のご冥福をお祈り申

し上げます１）。

被災に遭われた東北地方のなかでも、岩手県釜石

市は、筆者にとって、調査に参加した地域であり、

大学院生時代から数度、訪れている地域である。私

の指導教授である田野崎昭夫中央大学名誉教授は、

東北大学大学院特別研究生であった１９５８年に、東

北大学新明正道教授の指導の下、釜石市民を対象と

した面接調査（第一次釜石調査）に参加された。そ

の調査結果は、新明正道ほか「産業都市の構造分

析―釜石市を手がかりとして―」『社会学研究』（東

北社会学研究会、第１７号、１９５９年８月）他に結実

している。そして、その２０年後の１９７８年に、田野

崎教授が中心となり、釜石調査（第二次釜石調査）

が実施された。その調査結果は、田野崎昭夫編『企

業合理化と地方都市―釜石市における対応と展

開―』（東京大学出版会、１９８５年）にまとめられて

いる。そして、さらに、その２０年後の１９９８年に、

第三次の釜石調査が実施され、その調査結果は、中

央大学社会科学研究所編『地域社会の変動と社会計

画―釜石社会と釜石製鐵所―』（田野崎昭夫責任編

集、中央大学社会科学研究所研究報告第２５号、

２００７年３月）にまとめられている。一つの地域を

継続的に、調査した研究は、日本の地域調査のなか

でも極めて珍しいものである。これら調査は、東京

大学社会科学研究所の希望学においても、「釜石地

域の長期的な社会構造変化を、一貫した問題意識の

もとで追跡してきた功績は大きい」（中村２００９：

１２）と評価されている。

さて、前述したように、私は大学院生時代から、

釜石市を訪れているが、最初に、釜石市を訪れたの

は、１９９３（平成５）年７月であり、既に１８年の歳

月が流れている２）。次に訪れたのは、１９９６（平成８）

年７月、この訪問も、来る第三次調査のための訪問

であり、釜石製鐵所、SMC 株式会社などの訪問を

行った。そして、その翌１９９７年７・８月には、翌年

の調査の準備のために訪れ、１９９８年１０月２１日～

２６日には、第三次釜石調査を実施、調査員として

参加した。しかしながら、私は、第三次釜石調査に

おいて、調査員として参加することはあったが、そ

の調査結果を分析し、執筆するメンバーとはならな

かった。そのような立場で参加したこともあり、調

査員として調査に参加しながらも、個人的な研究関

心で、調査資料の収集や、聞き取り調査を行うこと

を並行して行うことができた。私は、地域住民組織

に関する研究を進めていたので、釜石市においても、

それらの調査を進めた。そして、それらの資料を用

いて、調査結果を分析、報告する機会を設けないま

ま、現在に至っていた。その調査のなかには、釜石

市のなかでも、今般の震災後の津波の最も大きな被

害地域であった鵜住居上地区町内会会長の倉田氏へ

の聞き取り調査も含まれている。

今回、震災を契機に、これらの資料をまとめ、釜

石市における地域住民組織の特徴を詳らかにしてお

く必要を痛感し、ここに、本稿を執筆することとし

たものである。

本稿執筆の資料として用いるのは、以下のもので

ある。

①釜石市民生部市民課「平成１６年度町内会等実態

調査報告書」A４・９頁

②釜石市民生部市民課「平成１０年度町内会等実態

調査報告書」A４・１１頁

③釜石市民生部市民課「平成９年度町内会実態調査

結果報告書」（平成１０年１月２１日）A４・９頁

④釜石市民生部市民課「平成８年度町内会等実態調

査結果報告書」A４・２３頁

⑤釜石市民生部市民課「平成７年度町内会等実態調

査結果報告書」（平成８年３月）A４・１１頁

⑥釜石市民生部市民課「平成７年度町内会等実態調

査結果一覧表」B３・１４頁

⑦釜石市民生部市民課「平成６年度町内会等実態調

査結果報告書」（平成６年３月）A４・１９頁、B

３・８頁

⑧釜石市民生部市民課「平成５年度町内会等実態調

査報告書」（平成５年４月）A４・３２頁

⑨釜石市民生部市民課「平成４年度町内会等実態調
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査結果報告書」A４・１１頁

⑩釜石市「町内会等調査報告書」（平成３年７月１０

日）B４・１頁

⑪釜石市「釜石市町内会等代表者名簿」（平成２年

８月）B５・８頁

⑫自治省行政局行政課「平成２年 自治会、町内会

等の住民自治組織に関する調査」（岩手県釜石市

調査回答）B４・９頁

⑬「中妻町１丁目北町内会設立総会資料（中妻町１

丁目北町内会会則案含）」（平成６年１１月１８日）

B５・６頁

⑭「町内会設立総会のご案内（中妻町１丁目北地

区）」（平成６年１１月）B５・５頁

⑮「町内会設立についてのお願い（中妻町１丁目５

番地）」（平成７年７月）B５・１頁

⑯「岩手東海新聞 釜石市自主防災組織化へ本腰」

（平成７年３月１８日）

⑰小川地域福祉推進協議会『おもいやりとふれあい

の町・小川 地域福祉１０年のあゆみ』（平成５年

１月１０日）B５・６６頁

⑱『小川町町内会２０周年記念誌 ふれあいの里

２０年の足跡』（平成４年８月）B５・３４頁

⑲鵜住居上地区町内会『創立１５周年記念誌 拓

く』（昭和６１年７月１２日）B５・１９９頁

⑳『釜石市行政連絡員名簿』（平成９年４月１日）

A４・９頁、

以上のうち、①は震災後の本年９月に、釜石市役

所市民生活部市民課生活安全係において頂いたもの

である。それ以外は、１９９８年の第三次釜石調査時

に釜石市各所において入手したものである。

２．釜石市における町内会等実態調査開始の経緯
―自治省調査への協力を端緒として―

釜石市において、平成２年から平成１６年までの

１５年間、町内会等実態調査が実施された。この町

内会等実態調査が当初、どのような経緯で始まった

のかを確認することはできないが、その端緒となっ

たのは、おそらく次のような経緯からだろうと推測

できる。平成２年７月に、岩手県総務部地方振興課

長から、岩手県内各市町村長宛てに、「自治会、町

内会等の住民自治組織に関する調査について」とい

う照会がなされた。文書には、「標記について、自

治省行政局行政課長から照会がありましたので、別

添え回答表に記入の上、８月１０日（金）までに２

部提出願います。（担当 行政係）」３）とある。「自治

会、町内会等の住民自治組織に関する調査」の目的

には、「自治会、町内会との住民自治組織（以下単

に「住民自治組織」という。）は、住民の自主的な

活動を行う地域住民組織であり、その形態、活動内

容等は地域によって種々のものがあると考えられる

が、今般、住民自治組織に係る事項を内容とする地

方自治法の一部を改正する法律案の提出に際し、最

近の住民自治組織の実態を調査しようとするもの

（アンダーラインは筆者）である。」と書かれてい

る４）。調査対象については、「自治会、町内会等の

町又は字の区域その他市町村内の一定の区域に住所

を有する者の地縁に基づいて形成された団体で、そ

の区域の住民相互の連絡を行う等良好な地域社会の

維持及び形成に資する多様な活動を行うことを目的

とするものとする（婦人会、子供会、青年団等の団

体は含まないものである）。なお、単位自治会、連

合会というような複層構造となっている地域につい

ては、特に断りのない限り、単位自治会について回

答すること。」とあり、「本調査は、全市町村を対象

とする悉皆調査」であった。調査主体である自治省

行政局行政課は、町内会等の自治組織がどの程度存

在しているのかを知り得ず、必然的に悉皆調査とな

ったのである。

この照会に対応して、釜石市生活課市民生活係は、

市内の町内会等会長に宛てて、「町内会等調査表の

作成について」の依頼を送付している（平成２年７

月３１日）。依頼文を紹介すると、「当市行政につき

ましては、日頃よりご協力をいただき深謝申し上げ

ます。さて、当課において町内会等の活動状況を把

握し、行政運営の参考にしたいと考えております

（アンダーラインは筆者）ので、ご多忙とは存じま

すが、別紙調査票５）にご記入のうえ同封しておりま

す封筒で返送してくださるようお願い申し上げます。

なお、今後会長等に変更があった場合には、お手数

でもお知らせくださるよう併せてお願いいたしま

す。」とある。住民には、自治省調査の基礎資料を

収集するという目的を伏せ、町内会等の活動状況を

把握するための調査として協力を依頼している。提

出期限は８月６日に設定してあり、約一週間での提

出期間となっている。岩手県への提出は、８月１０

日であり、釜石市は、４日間の集計日を設定してい

たということになる。国家レベルでのコミュニティ

調査をするために、国（自治省行政局行政課）→都

道府県（総務部地方振興課）→市町村（生活課市民生

活係）→各町内会・自治会という流れで、正に縦割

りで実施がなされたのである。そして、いつも最も

負担の重い組織体は、最前線の自治体なのである６）。

この町内会等実態調査の報告書全体（但し、平成
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１１年～平成１５年は除く）を通して、釜石市におけ

る地域住民組織の特徴を把握するのが、本稿の目的

である。

３．釜石市における行政と地域住民組織

先の釜石市生活課市民生活係が、市内の町内会等

会長に宛てた「町内会等調査表の作成について」

（平成２年７月３１日）という照会文書で確認するこ

とができるのは、釜石市における行政と町内会等地

域住民組織の関係である。前述の通り、その文書の

後段には「今後会長等に変更があった場合には、お

手数でもお知らせくださるよう併せてお願いいたし

ます」という文言が記されている。それは、つまり、

従来、釜石市では、町内会等の会長が交代しても、

行政に連絡がされないこともあり、それ故、行政も

それを完全には把握していなかったという事実であ

る。町内会との距離の置き方は、行政によって様々

であるが、連合町内会の事務局を役所内に設置し、

役所の職員がその事務にあたっているという自治体

も少なくはない。そして、毎年、連合町内会の総会

を役所内で開催し、町内会長名簿も改訂する。さら

に、勤続年数の長い町内会長が表彰される等、行政

と町内会、町内会長との距離がとても近いところも

多く、町内会なくしては、行政の細かな対応は難し

いという実態もある。そのようななかで、町内会長

を完全に把握していないというのは、かなり珍しい

ことと言えるだろう７）。釜石市も、この自治省調査

をきっかけにして、町内会の把握をすすめることに

なっていったと思われる。

第一回の調査を実施するに当たり、平成２年８月

に、釜石市町内会等代表者名簿が作成されている。

本庁地区３５団体、中妻地区１６団体、小佐野地区

２５団体、甲子地区１２団体、鵜住居地区１９団体、

栗橋地区９団体、唐丹地区７団体の合計１２３団体の

代表者がそこに登録されている。

地区別の組織名称とその数を確認してみると、本

庁地区（町内会３４、振興組合１）、中妻地区（町内

会６、互助会２、親交会２、睦会１、むつみ会１、協

力会１、厚生会１、新生会１、親和会１）、小佐野地

区（町内会１５、親和会２、互助会１、団地の会１、

隣交会１、町友会１、親睦会１、互友会１、親交会１、

十一会１）、甲子地区（町内会７、自治会２、親交会

１、部落会１、振興会１）、鵜住居地区（町内会１１、

部落会３、宿舎自治会２、振興会１、親交会１、道路

愛護会１）、栗橋地区（部落会５、共正会１、部落振

興会１、町内会１、郷土振興会１）、唐丹地区（町内

会７）となっている。

地域住民組織の名称は、それぞれの地域特性を表

している。歴史的な経緯を確認すれば、１９４０（昭和

１５）年９月１１日の内務省訓令第十七号によって、

全国に町内会・部落会が整備された。この訓令にお

ける整備要領を示した「部落会町内会等整備要領」

によれば、町内会・部落会には「部落又ハ町内ノ住

民ヲ基礎トスル地域的組織タルト共ニ市町村ノ補助

的下部組織」という性格が与えられ、「第二 組織

一部落会及町内会（一）市町村ノ区域ヲ分チ村落ニ

ハ部落会、市街地ニハ町内会ヲ組織スルコト （二）

部落会及町内会ノ名称ハ適宜定ルコト」とあり、市

街地には町内会を組織し、村落には部落会を組織す

ることとなった。また、部落会及び町内会の名称は、

適宜定めることとなった８）。敗戦後、占領軍は、占

領政策の一環として、町内会・部落会を地方政治の

民主化を妨げる組織と見做し、町内会・部落会・隣

組長の公選を要求、これが不可能であるとわかると

組織の廃止命令を出し、町内会・部落会に関する内

務省訓令第１７号は廃止された。これ以降、町内会

は公的な組織としては解消されることとなった。ポ

ツダム政令は、１９５２年に失効したが、それまでに

町内会・隣組は、名称を変えたものを含めて、何等

かの形で復活していた。

自治省行政課が１９８０（昭和５５）年１２月に、「自

治会、町内会等の住民自治組織の実態調査」を実施

している。その調査目的は、「自治会、町内会等の

いわゆる住民自治組織は、戦後、住民の自主的な意

思に基づいて組織される住民の自主的な活動を行う

地域住民組織として位置づけられているところであ

るが、戦後三〇有余年を経過した今日、社会経済情

勢の変貌と相俟って住民の地域連帯意識、行政に対

する住民のニーズ等も多様化しているようである。

これとともに住民自治組織の形態、活動内容等は地

域によって千差万別であり、市町村行政との関係も

また地域によって異なっているようである。本調査

は、市町村行政との関係を含めこのような住民自治

組織の実態を調査したものである。」とある。そこ

では、第一に、住民自治組織の名称と数を調べてい

る。その結果は以下の通りである。

この調査では、自治会と町内会が５４．５％ と過半

数を占め、それに、部落会、区を含めると９割を占

めることになる。その結果と比較すると、釜石市の

地域住民組織の名称の多様性は、かなり特別のよう

に思える。

平成２（１９９０）年時点の組織名称を市全体で集計

してみると、町内会が８１（６５．９％）と最も多い。
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唐丹地区が１００％、本庁地区が９７．１％ とほぼ１００％

が町内会という呼称であるが、小佐野地区が６０％、

甲子地区５８．３％、鵜住居地区５７．９％ と約６割、一

方で、中妻地区が３７．５％、栗橋地区が１１．１％ と４

割に満たない。その多くが、市町村合併後に設立さ

れた（表５参照）にもかかわらず、旧村単位の特徴

があることが分かる。一方で、その名称は多様であ

り、多い順に見てみると、部落会９（７．３％）、親交

会５（４．１％）があるが、一割に満たない。そして、

互助会３、親和会３、自治会２、宿舎自治会２、振興

会２、以下、一団体しかない名称は、五十音順に、

郷土振興会、共正会、協力会、厚生会、互友会、十

一会、振興組合、新生会、親睦会、団地の会、町友

会、道路愛護会、部落振興会、睦会、むつみ会、隣

交会と１６種類もある。合計すると何と２４種類の呼

び方で、地域住民組織が呼ばれている。このような

地域は極めて珍しい。表１が示すように、日本全国

で「その他」に分類される割合は８．８％ であるのに

対して、釜石市では、それがその２倍にもなる。こ

れは住民による自由な呼称選択が行われており、行

政からの一元的な統制がおこなわれていない結果と

言うことができよう。

鵜住居上地区町内会の『創立１５周年記念誌 拓

く』（以下『記念誌』）において、町内会の名称を決

定するプロセスの一端をみることができるので紹介

したい。『記念誌』に掲載されている「上地区町内

会ニュース No．２」（昭和４８年４月１日号）によれ

ば、町内会の名称を住民のアンケートにより決定す

るとあり、現在アンケートで、町名案として、「東

北区町内会」「北地区町内会」「みどり会」「鵜住居

新興町内会」が示されている。そして、「第一次ア

ンケートは、まだ充分集まっておらず、案も四、五

枚しか出ておりません。この件は、もう少し時間を

かけて検討していくこととし、とりあえず従来通り、

上地区町内会としていくことにしました。」とあり、

住民の意見で、町内会の名称を民主的に決定してい

く過程をみることができる。そこには地域の名称の

みならず、町内会という組織名称も、町内会単独、

みどり会という町内会を含まない名称、そして、新

興町内会という名称まで、住民の思いがストレート

に表現されているのである。

さて、平成２年に１２３あった地域住民組織は、平

成３年に１２５となり、その後、平成７年には１２０と

増減している。平成７年は、調査結果一覧表に全て

の町内会が記載されているので、平成２年と比較し

て５年間ではあるが、その間に地域住民組織がどの

ように変容しているのか、そして、組織名称がどの

ように変容しているのか確認してみよう９）。

地区別でみると、本庁地区では、鳥谷坂町内会が

解散し、桐の木沢町内会が誕生した。中妻地区では、

八雲沢協力会が八雲協力会に、八雲親交会が八雲地

区親交会に、礼ケ口互助会が礼ケ口町内会に名称変

更し、中妻さざなみ町内会と中妻町一丁目北町内会

の二組織が誕生している。小佐野地区では、野田団

地の会が野田団地町内会に、向定内南町内会が向定

内南地区町内会に、向定内西町内会を向定内西地区

町内会に、十和町内会が野田十和町内会に名称変更

し、市営住宅親睦会と野田市営住宅親和会がともに

解散している。甲子地区では、松倉社宅親交会が松

倉親交会に、唄貝振興会が唄貝町内会に名称変更し

ている。鵜住居地区では、雇用促進住宅日向宿舎自

治会及び雇用促進住宅片岸宿舎自治会、成沢町内会

が解散し、新田神ノ沢部落会が新神町内会に、仲地

区町内会が鵜住居仲町内会に名称変更している。栗

橋地区では、早栃部落会が早栃町内会に、沢部落会

が沢町内会に、萩の洞部落会が萩の洞町内会に、太

田林部落会が太田林町内会に、青の木中村郷土振興

会が青の木中村地区郷土振興会に名称変更している。

唐丹地区では変化はない。

市全体でみると、六つの組織が解散し、三つの組

織が設立されている。そして、１６の組織が名称変

更をしている。そのなかで、町内会という呼称への

シフトが若干進行した。設立された三つの地域住民

組織は全て町内会という呼称であり、解散した六つ

の組織のうち二つが自治会、二つが町内会、そして、

親睦会、親和会が一つずつある。また、地域住民組

織それ自体の呼称の変容をみると、互助会→町内会、

団地の会→団地町内会、振興会→町内会、５部落会

→５町内会へと、他の呼称から町内会へ８組織が名

称変更し、町内会という名称は９０組織となり、全

表１ 住民組織の名称と数

名称 自治会 町内会 部落会 区（区会） 親和会 親交会 親睦会 振興会 その他 合計

数
（％）

７９，４５４
（２８．９）

７０，４２４
（２５．６）

４７，５２５
（１７．３）

５０，５５３
（１８．４）

５６６
（０．２）

４４８
（０．２）

５０２
（０．２）

１，２１９
（０．４）

２４，０４７
（８．８）

２７４，７３８
（１００．０）

出典：自治省行政課１９８１『自治会、町内会等の住民組織の実態調査結果の概要』（自治省行政課）
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体の７５％ を占めることとなった。５年の間に、約

１０％ 上昇している。このような変容がなぜ起きた

のか、その１つの要因として、行政による町内会調

査とその公表が間接的に機能したと言えるのではな

いかと推測できる。

地域住民組織の名称は、全国的にみると、自治会

という名称が最も多く、その名称の割合も上昇して

いる。第二位は、町内会・町会であり、その名称の

割合は低下している。第三位は、区・区会であり、

割合は低下している。第五位の部落会もその割合を

減じている。地域住民組織の名称は、都道府県別で

みると、その特徴がはっきりする。東北地方の６県

のみをみても、青森県は町内会・町会が最も多く

８２．０％ と８割を超えている。秋田県も町内会・町

会が最も多く５０．６％、岩手県は自治会が最も多く

３１．８％、宮城県は区・区会が最も多く３５．４％、山

形県は町内会・町会が最も多く３３．２％、福島県は

区・区会が最も多く３９．２％ と隣接する県であって

も、多様性があることが分かる。

一方で、住民自治組織の上部組織に関してみてみ

ると、平成２年の調査では、旧村単位で４つの組織

が存在していた１０）が、市全体を束ねる連合町内会

は存在していなかった。このことを通しても、行政

が全市的に地域住民組織を統括する体制がなかった

ことが分かる。

さらに、以上のことは、この調査の回収率から見

ても分かる。この調査の報告書の冒頭には、必ず、

調査の地区別回収率が掲載されている。地区別に回

収率を掲載することで、行政としては、より高い回

収率を今後、望みたいというメッセージを発信して

いたのであろう。回収率は、平成４年が最も低く

６６．９％ で、平成６年が最も高く７９．８％ である。こ

の回収率は、一般的な調査と比較するのであれば、

手放しで高いということができるだろう。しかしな

がら、行政が実施する調査で、しかも一般的に、行

政の下請け化している組織として説明される地域住

民組織を対象としているにもかかわらず、常に２割

以上が回答していないというわけで、そういう観点

でみれば、低いと言えるだろう。平成４年の調査で

は、鵜住居地区及び栗橋地区は、半数の住民組織が

回答をしなかったし、また、平成８年の調査では、

唐丹地区で半数の住民組織から回答がなかった。こ

の低迷する回収率からも、前述のように、行政の統

制が働いていないことを示すことになろう。行政の

統制が働いていないことは、必ずしも悪いことでは

ない。裏返せば、住民の自治が働いていることにも

なるのである。日常的な地域共同管理で忙しい地域

住民組織が、行政からの依頼を全て受け入れている

表２ 東北地方における地域住民組織の名称別割合（平成１４年）

区分
県

自治会
町内会
・町会

部落会 区・区会 その他 合計

青森県 ６．５ ８２．０ ７．７ ０．７ ３．１ ３，３５３

岩手県 ３１．８ ２２．６ １５．７ １５．７ １４．２ ３，８８０

宮城県 １１．４ ３５．０ ４．７ ３５．４ １３．５ ４，７５３

秋田県 １８．５ ５０．６ ２４．５ ４．４ １．９ ５，８０５

山形県 １７．２ ３３．２ １１．６ １４．２ ２３．９ ３，６７１

福島県 １７．２ ３７．３ ２．９ ３９．２ ３．５ ６，４１５

長野県 １６．３ １３．７ １６．２ ４３．５ １０．３ ５，１１６

２３．６ １６．２ ６．２ ４０．８ １３．２ ５，７５０

全国 ３２．８ ３１．６ ９．３ １６．８ ９．５ ２９８，４８８

３４．１ ２８．９ ７．７ １６．７ １２．６ ２９３，２２７

３８．５ ２８．１ ５．３ １６．３ １１．６ ２９６，７７０

出典：自治省行政局行政課「地縁団体認可状況等調査結果（平成４年度）」（平成５年３月）、

自治省行政局行政課「地縁団体の認可事務の状況等に関する調査結果（平成８年度）」（平成９

年１月）、総務省自治行政局行政課「地縁による団体の認可事務の状況等に関する調査結果

（平成１５年７月）より作成、長野県のデータは、上段が平成８年、下段は平成１４年。全国の

データは、上段に平成４年、中段に平成８年、下段に平成１４年データを掲載している。
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と、自らの地域のために活動することができなくな

ることもある。行政からの依頼に対して、自らが優

先順位を決めて、選択的に対応することは、地域住

民組織の自律性を担保することになり、むしろ望ま

しい状態であると言えるだろう。

一方で、釜石市には、地域住民組織以外に、「釜

石行政連絡員」制度の存在がある。『釜石市行政連

絡員名簿』（平成９年４月１日）によれば、釜石市

を、釜石地区１、釜石地区２、中妻地区、大橋地区、

甲子地区、小佐野地区、鵜住居地区、栗橋地区、唐

丹地区と９地区に分類し、それぞれ、３１名、２１名、

２３名、７名、１７名、３３名、２２名、１２名、９名と合

計１７５名に委任がされている。地域住民組織は１２５

程度であるので、５０名ほど多い。そして、名簿を

みると、町内会長との兼任は見られない。行政連絡

員は、町内会・部落会が GHQ により廃止されたこ

とで、町内会を制度的に利用することができない状

況の中で、行政連絡に特化する形をとり、制度化し

たものであり、地方公務員法第３条３項３号の特別

職地方公務員に当る（森２００１：３１８－３１９）。例えば、

長野市は、昭和３０年、各町・各部落の平均７０戸に

一人ずつの連烙員を委嘱した。連絡員は、各地区の

有力者で、区長の経験者や後に区長となったものが

多かった。ところが、各区に数名の連絡員がいて混

乱を生じたので、翌年に各区に１人の連絡員を依頼

することになった。そして、「長野連絡員設置規

則」が施行され、のちこの規則が「長野市区長設置

規則」に改められていった（長野市区長会１９７６：

８２－９１）。行政連絡員は、町内会長と兼務する場合、

別々の場合等多様であるが、地域住民組織の長と行

政連絡員が並存することで、地域住民組織の長に過

度な負担がかからず、その自律性を担保することに

なる場合もあろうと思われる。

また、釜石市の町内会長名簿には、その名前から

判断して、女性が一人もいないが、行政連絡員には、

同様に名前から判断して、女性が、釜石地区１：１７

名、釜石地区２：１２名、中妻地区：１３名、大橋地

区：５名、甲子地区：７名、小佐野地区：１０名、鵜

住居地区：１０名、栗橋地区：１名、唐丹地区：４名

と合計７９名おり、４５．１％ の割合となっている。行

政が委託する委員として、これほどの女性占有率は

大変珍しい。日本の自治会長に占める女性の割合の

平均４．１％ からすると大変高い（内閣府男女共同参

画局２０１１）。その地域の一部を代表するような、行

政連絡という仕事にこれだけの女性が配置されてい

ることは、男女共同参画という点からも、全ての住

民が地域政治に参加するという地方分権という点か

らも、たいへん望ましいことである（築山２００７）。

今回、東日本大震災後に、釜石市役所を訪ね、こ

の地域住民組織の実態調査についてお訊ねすると、

この調査は、平成１６年度で終了したということで

あった。終了した理由は定かではないが、地域住民

組織が制度化され、ほぼ例年同じ構造に収斂してき

たことで、一つの役割を終えたと判断されたとも考

えられる。

表３ 町内会等実態調査の回収率の変遷（平成３年～１０年、１６年）

調査年度 対象数 回答数 回収率
地区別回収率（％）

本町 中妻 小佐野 甲子 鵜住居 栗橋 唐丹

平成２年 １２３ ９３ ７５．６ ７４．３ ８７．５ ８０．０ ６６．７ ６８．４ ７７．８ ７１．４

平成３年 １２５ ９９ ７９．２ ８３．３ ７３．７ ７６．５ ５５．６ ８４．０ ７１．４ ９１．７

平成４年 １２４ ８３ ６６．９ ７２．２ ６４．７ ７２．０ ８３．３ ４４．４ ４４．４ ８５．７

平成５年 １２４ ９０ ７２．６ ６９．４ ７２．２ ７５．０ ８３．３ ７７．７ ６６．６ ５７．１

平成６年 １２４ ９９ ７９．８ ８０．６ ８４．２ ７８．３ ７５．０ ７２．７ ７７．８ １００．０

平成７年 １２０ ９４ ７８．３ ７４．３ ７７．８ ８２．６ ６６．７ ８１．３ ７７．８ １００．０

平成８年 １２１ ８８ ７２．７ ７１．４ ８９．４ ７３．９ ７５．０ ５６．２ ５５．５ ４２．８

平成９年 １２１ ９２ ７６．０ ８２．９ ７８．９ ７８．３ ６６．７ ６８．８ ５５．６ ８５．７

平成１０年 １２１ ８４ ６９．４ ７１．４ ７８．９ ６５．２ ８３．３ ６２．５ ５５．６ ５７．１

平成１６年 １２５ ９２ ７３．６ ６９．４
（２５／３６）

６０．０
（１２／２０）

７８．３
（１８／２３）

７６．９
（１０／１３）

７５．０
（１２／１６）

８０．０
（８／１０）

１００．０
（７／７）

出典：釜石市民生部市民課『平成２～１０年・１６年 町内会等実態調査報告書』より作成
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４．町内会等実態調査報告書にみる釜石市の地域
住民組織

町内会等実態調査は、実施年度によって、その設

問が少しずつ変容している。まず、それぞれの調査

でどのような設問がなされているか確認してみよう。

平成２年の調査項目は、自治省調査に対応し、初め

て行われたものであるので、基本的な設問があり、

自治省調査の設問に、廃品回収と市に対する要望が

独自に加えられたものとなっている。平成５年から

平成７年には、それぞれ特徴的な質問が加えられて

いる。平成５年では、「防犯部の有無、財政状況、

会費の徴収状況、活動への参加状況、町内会連合会

の必要性」、平成６年では、「全戸加入か希望加入か、

活動上の問題点、今後の活動の重要事項、活動上で

必要なこと」、平成７年では、「第一の支出、第二の

支出、第三の支出、会報の発行」についての質問項

目が追加されている。また、平成８年以降は、町内

会が管理している街灯（防犯灯）に関する設問が追

加されている。最後の調査となった平成１６年には、

「防犯協会への加入の有無、町内会代表者名簿の公

開」についての設問が追加されている。それぞれの

年度の設問項目は、表４の通りである。

表４ 町内会等実態調査の設問項目の変遷

調査年 調査項目

平成２年 ①組織名称、②会長住所・氏名、③事務局住所・氏名、④設立時期、⑤加入世帯数、⑥会費、
⑦規約の有無、⑧年間予算額、⑨主たる収入、⑩主たる活動、⑪不動産所有、⑫婦人部の有
無、⑬廃品回収の実態、⑭市に対する要望

平成３年 ①町内会費、②規約の有無、③主たる収入、④主たる活動、⑤不動産所有、⑥婦人部の有無、
⑦廃品回収の有無、⑧市に対する要望

平成４年 ①加入世帯数、②会費、③規約の有無、④主たる収入、⑤主たる活動、⑥不動産所有、⑦婦
人部の有無、⑧廃品回収の有無、⑨市に対する要望、⑩設立年

平成５年 ①加入世帯数、②会費、③年間予算、④主たる収入、⑤規約の有無、⑥主たる活動、⑦婦人
部の有無、⑧防犯部の有無、⑨不動産所有、⑩財政状況、⑪会費の徴収状況、⑫活動への参
加状況、⑬町内会連合会の必要性、⑭市に対する要望、⑮設立年

平成６年 ①加入世帯数、②加入率、③全戸加入か希望加入か、④会費、⑤年間予算、⑥主たる活動、
⑦活動上の問題点、⑧今後の活動の重要事項、⑨活動上で必要なこと、⑩市政懇談会の開催
希望、⑪市に対する要望

平成７年 ①加入世帯数、②加入率、③会費、④年間予算、⑤第一の支出、第二の支出、第三の支出、
⑥主たる活動、⑦会報の発行、⑧市政懇談会の開催希望、⑨市に対する要望

平成８年 ①加入世帯数、②加入率、③会長任期、④会長改選月、⑤管理街灯数、⑥管理街灯電気料金
（月額、年額）、⑦管理街灯維持費（年額）、⑧管理街灯修理費（年額）、⑨市政懇談会の開催
希望

平成９年 ①加入世帯数、②加入率、③会長任期、④会長改選月、⑤管理街灯数、⑥管理街灯電気料金
（月額、年額）、⑦管理街灯維持・取替費（年額）、⑧管理街灯修理費（年額）、⑨市政懇談会
の開催希望

平成１０年 ①加入世帯数、②加入率、③会長任期、④会長改選月、⑤管理街灯数、⑥管理街灯電気料金
（月額、年額）、⑦管理街灯電球取替経費（年額）、⑧管理街灯修理費（年額）、⑨市政懇談会
の開催希望

平成１６年 ①加入世帯数、②加入率、③防犯部の有無、④防犯協会への加入の有無、⑤会長任期、⑥会
長改選月、⑦年間予算、⑧会費、⑨管理街灯数、⑩管理街灯電気料（年額）、⑪管理街灯修
理費（年額）、⑫集会所の電気料（年額）、⑬集会所の修理費（年額）、⑭主たる活動、⑮町
内会代表者名簿の公開について

出典：釜石市民生部市民課『平成２～１０年・１６年 町内会等実態調査報告書』より作成。
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４―１．釜石市の地域住民組織の設立時期
平成２年、平成４年、平成５年の調査においては、

町内会の設立時期の設問がある。この設問は、その

他の設問と違って、町内会の歴史を遡って回答する

必要がある。それ故、同じ地域住民組織の設立年度

が、回答年によって異なっていることがある。中に

は、大幅に違う場合もある。そこで、ここでは、最

も古い平成２年の調査の回答を検討したい。回答に

よれば、昭和２０年以前の設立された組織が３組織、

昭和２０年～２９年が１０組織、昭和３０年～３９年が

１７組織、昭和４０年～４９年が２９組織、昭和５０年～

５９年が２２組織、昭和６０年以降が２組織、不明が９

組織、回答のなかったのが３１組織である。但し、

鵜住居上地区町内会は回答がなかったが、『創立１５

周年記念誌』を調査時に頂戴しており、表に掲載し

た。昭和３０年に、釜石市、甲子村、鵜住居村、唐

丹村、栗橋村の１市４村が合併しており、合併前に

組織が設立されたのは、１３組織、合併年が２組織

であり、そのほとんどが、昭和の大合併以降に設立

された地域住民組織ということになる。設立年度の

古い順に、地区を示しながら掲載したのが表５であ

る。

表５ 釜石市の設立年度別地域住民組織

設立年度 設立数 設立組織名（地区名）

大正７年 １ 砂子畑共正会（栗橋）

昭和１５年 １ 沢田部落会（栗橋）

昭和１８年 １ 駒木町内会（本庁）

昭和２０年 １ 仮宿部落会（鵜住居）

昭和２３年 ４ 大渡町内会・鈴子町内会（本庁）、横内町内会（栗橋）、大石町内会（唐丹）

昭和２４年 １ 源太沢親交会（中妻）

昭和２５年 １ 室浜町内会（鵜住居）

昭和２６年 ２ 港町日の出通り振興組合（本庁）、山谷町内会（唐丹）

昭和２７年 １ 源太沢むつみ会（中妻）

昭和３０年 ２ 嬉石町内会（本庁）、八雲沢協力会（中妻）

昭和３１年 １ 佐須町内会（本庁）

昭和３２年 ２ 松原町内会（本庁）、八雲親交会（中妻）

昭和３４年 １ 小白浜町内会（唐丹）

昭和３５年 １ 野田町友会（小佐野）

昭和３７年 ３ 尾崎町町内会・大平町内会・港町町内会（本庁）

昭和３８年 ３ 浜町３丁目第２町内会（本庁）、五葉親和会・野田十和町内会（小佐野）

昭和３９年 ４ 大町町内会（本庁）、向定内町内会・南野田隣交会（小佐野）、大町町内会（甲子）

昭和４０年 ３ 桜木町町内会（小佐野）、片岸町内会（鵜住居）、沢部落会（栗橋）

昭和４１年 ２ 千鳥町町内会（中妻）、野田団地の会（小佐野）

昭和４２年 １ 源太沢新生会（中妻）

昭和４３年 ４ 日ヶ沢団地町内会（本庁）、弥生会町内会（中妻）、日向振興会・成沢町内会（鵜住居）

昭和４５年 ３ 定内町内会（小佐野）、砂子渡町内会（甲子）、太田林部落会（栗橋）

昭和４６年 ５ 大只越町町内会（本庁）、住吉町町内会（中妻）、中小川町内会・上小川町内会・野
田中央町内会（小佐野）

昭和４７年 ３ 小佐野互助会・小川町町内会（小佐野）、大洞自治会（甲子）、

昭和４８年 ４ 市営住宅親睦会（小佐野）、松倉町内会・大畑町内会（甲子）、鵜住居上地区町内会
（鵜住居）
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町内会設立の経緯について、その一つの事例を、

鵜住居上地区町内会『記念誌』を参考にみてみよう。

１９９８年に調査を快く引き受けて頂いた倉田昭二会

長が、巻頭に書かれている挨拶文を引用する。「私

達の住んでいる旧鵜住居村、鵜住居区が昭和３０年

釜石市鵜住居町となり、やがて、新釜石市勢発展の

なかでベットタウン化し、在来の住民と転入した新

しい住民が入りまじり、都市化現象を生み、その変

貌ぶりは予測をはるかに超えるところとなりました。

私達の上地区も当時の農道、畦道を辿るように宅地

化が進み、生活基盤の社会資本は全くないに等しい

状態であり、加えて、知らない他人同志という孤立

した人間関係におかれていました。そうした矢先に、

昭和４７年９月、台風２０号による鵜住居川の溢水は

瞬時にして上地区に大水害をもたらしました。被災

住民が一人一人ではどうにもならない水害対策が動

機となり、対策協議会から町内会へと発展したこと

は、けだし当然のことです。」とある。そして、第

一回結成準備会が昭和４８年１月に開催され、３回

の準備会を経て、昭和４８年３月３日に結成総会が

開催され、設立に至っている。これを拝見すると、

市町村合併とその後の混住化、さらには水害による

対策協議会の設置とその後の町内会組織化への希求

という流れを読み取ることができる。次に、もう一

つ同じ時期に設立した小川町町内会について、『小

川町町内会２０周年記念誌 ふれあいの里 ２０年の

足跡』（平成４年８月）を参考にみてみよう。小川

町町内会についても、１９９８年に直接、当時の会長

であった佐々木兼吉氏にお話をお伺いしている。巻

頭の佐々木会長の挨拶文から引用したい。「小川町

は、新日鐵釜石製鐵所の小川社宅の住人と、商店会

の人達そして古くから小川に住んでいる人達で形成

されておりました。昭和４４年、従業員の持家制度

促進の一環として、小川社宅の全て３３０区画が従業

員並びに協力会社に分譲されました。分譲に合わせ

て、当時小川郵便局長で初代会長となった、故佐藤

豊三郎氏が町内会組織の必要性を訴え、町内会結成

のため奔走しました。―中略―分譲後の慌ただしさ

も一段落し、地域の諸問題に関心を示し始めたのが

前述の昭和４７年ごろでした。市内最大の会員数を

擁するマンモス町内会が『明るく、住みよい街づく

り』をスローガンに、会員の親睦と生活環境の二本

柱を立て、内外に対して活発な運動が展開されまし

た。」とあるように、釜鐵の社宅が分譲化されたこ

とを契機に、それらを含むより広い範域での町内会

組織の立ち上げが、住民の発意で行われたのである。

これらをみると、まさに、釜石の地域住民組織は、

上からの要請ではなく、下からの必要で設置されて

いったことが分かる。

昭和４９年 ４ 富士見台町内会・新町親和会（中妻）、北野田町内会（小佐野）、外山町内会（鵜住居）

昭和５０年 １ 大畑団地自治会（甲子）

昭和５１年 ２ 望洋ヶ丘町内会（本庁）、向定内西地区町内会（小佐野）

昭和５２年 ４ 橘団地親交会・仲の会町内会（小佐野）、日向雇用促進自治会・両石町内会（鵜住居）

昭和５３年 １ 向定内南町内会（小佐野）

昭和５４年 ３ 只越町町内会（本庁）、一の渡町内会（甲子）、青の木中村郷土振興会（栗橋）

昭和５５年 ４ 上平田ニュータウン町内会（本庁）、洞関町内会（甲子）、鵜住居仲地区町内会・箱
崎町内会（鵜住居）

昭和５６年 ３ 只越中央通り町内会（本庁）、上中島４丁目町内会（中妻）、荻の洞部落会（栗橋）

昭和５７年 ２ 天神町第２町内会（本庁）、川原町内会（鵜住居）

昭和５８年 １ 天神町第３町内会（本庁）

昭和５９年 １ 箱崎白浜町内会（鵜住居）

昭和６１年 １ 大只越町２丁目町内会（本庁）

昭和６３年 １ 只越町１丁目東町内会（本庁）

不明 ９ 浜町１丁目町内会・浜町３丁目第１町内会・尾崎白浜町内会（本庁）、八雲町互助
会・新町町内会（中妻）、野田互助会（小佐野）、川目部落会（鵜住居）、片川町内
会・本郷町内会（唐丹）

出典：釜石市「釜石市町内会等代表者名簿」（平成２年８月）
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４―２．釜石市の地域住民組織の加入世帯数
加入世帯数に関しては、平成３年以外の全ての調

査において、調査項目となっている。ここでは、最

も古い平成２年の状況と最も新しい平成１６年のデ

ータを比較してみてみよう。まず、平成２年におい

ては、１００世帯までの組織が５１．７％ と過半数を占

めている。さらに２００世帯までになると７９．８％ と

約８割を占めることになる。最大加入世帯の組織は、

小佐野地区の小川町内会で７７０世帯、最小加入世帯

の組織は、鵜住居地区の外山町内会で１５世帯であ

る。全体の人口減少、世帯数の減少が進むなかで、

さらなる組織加入世帯の縮減がおき、平成１６年で

は１００世帯までが５６．７％ と ５％ 増加し、２００世帯

まででは、８３．４％ と８割を超えた。地域住民組織

の範域の変化がほぼない状態のなかで、世帯数減少

が直接的に地域住民組織の世帯規模に影響している

ことが分かる。一方で、釜石市の地域住民組織の規

模は、全国的な水準からみると、やや規模の大きな

組織が多いということが分かる。表６の最下段の全

国データ（１９９１年）をみると、１００世帯以下の割合

は６１．８％ と釜石市のそれより平成３年で１０％ も高

い。全国的にみると、地域住民組織の世帯数は６割

が１００世帯以下なのである。また、３００～４９９世帯

までの組織割合も、全国が、５．７％ に対して、釜石

市は７．９％ と高くなっている。しかしながら、この

数値は、平成１６年には４．４％ と全国水準となった

と思われる。

４―３．釜石市の地域住民組織の会費と予算額
地域住民組織の運営には、行政からの補助金が支

出される場合もあるが、その多くは加入世帯からの

会費によって成り立っている。

まず、平成４年のデータを確認しよう。とりあえ

ず、全データをみてみよう。月額２００円以下：１６、

２００円：１７、２５０円：４、３００円：２１、３３０円：１、

３３３円（年 額４０００円）：２、３５０円：２、３６０円：１、

４００円：４、５００円：５、５８３円（年 額７０００円）：１、

６００円：１、７００円：２、８００円：１、１，０００円：３、そ

して、鵜住居地区の仮宿部落会が唯一会費の徴収を

していない。最低額は年額１，０００円（月額８３円）、

最高額は年額１２，０００円（月額１，０００円）、最頻値は

年額３，６００円（月額３００円）であった。次に、平成

表６ 地区別地域住民組織の加入世帯（上段：平成２年、下段：平成１６年）

地区 ０～４９ ５０～９９ １００～１９９ ２００～２９９ ３００～３９９ ４００～４９９ ５００～

本庁 ６ ７ ４ ３ ３ １ １

１７ ５ ０ １ １ １

中妻 ３ ６ ４ ０ ０ ０ ０

８ ３ ０ ０ ０ ０

小佐野 ５ ３ ８ ２ ０ １ １

９ ５ ２ １ ０ １

甲子 １ ０ ４ １ ０ ２ ０

３ ５ １ ０ １ ０

鵜住居 ３ ５ ３ ２ ０ ０ ０

４ ３ ５ ０ ０ ０

栗橋 ３ １ １ ０ ０ ０ ０

７ ０ ０ ０ ０ ０

唐丹 １ ２ １ １ ０ ０ ０

３ ３ １ ０ ０ ０

合計 ２２（２４．７％） ２４（２７．０％） ２５（２８．１％） ９（１０．１％） ３（３．４％） ４（４．５％） ２（２．３％）

５１（５６．７％） ２４（２６．７％） ９（１０．０％） ２（２．２％） ２（２．２％） ２（２．２％）

※ ２８．９％ ３２．９％ ２１．８％ ７．４％ ５．７％ ３．３％

出典：釜石市「釜石市町内会等代表者名簿」（平成２年８月）、釜石市民生部市民課『平成１６年度 町内会等実態調査報告書』、

築山秀夫１９９６「地域住民組織と行政」田野崎昭夫編『地域社会計画の研究』学文社
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１６年の調査結果をみると、最低額は年額１，２００円、

最高額は年額１３，０００円、平均値は４，０９１円となっ

ており、この１２年間で会費の変動がほとんどなか

ったことが伺える。

次に、地域住民組織の予算額であるが、収入のほ

とんどが会費によっていることから、予算額は、世

帯規模の大きな組織ほど収入も多く、予算額も大き

くなる。平 成５年 の 調 査 結 果 で は、最 高 額 が

３，８８０，０００円、最少額が２４，０００円、平均額７０９，２６９

円 で、５０万 円 以 下 が５５．６％、５１～１００万 円 が

２２．２％、１０１～１５０万円が１１．１％、１５１～２００万円が

４．９％、２００万円以上が６．２％ であった。一方、平

成１６年の調査結果では、最高額３，８１７，７００円、最

少額５７，０００円、平均額７９９，０１６円で、５０万円未満

が４５．５％、５０～１００万円未満が２７．３％、１００～１５０

万円未満が１６．９％、１５０～２００万円未満が３．９％、

２００万円以上が２．５％ であった。収入のほとんどを

会費によっていることから、予算額もこの間、ほと

んど変動がなかったということができる。

次に、平成１６年度の町内会の活動内容について、

上位から順にみておこう。第１位「環境衛生（清掃

含む）活動」９０．７％、第２位「親睦活動」４７．７％、

第３位「交通安全・防犯活動」４５．３％、第４位「ス

ポーツレクリエーション活動」３４．９％、第５位「社

会福祉活動」３２．６％、第６位「文化活動」２２．１％、

第７位「自主防災活動」１９．８％、第８位「祭典等の

実施」１８．６％、第９位「街灯、集会所整備」１７．４％、

第１０位「町内会報の発行」１４．０％、第１１位「花い

っぱい活動」１１．６％、第１２位「陳情活動」８．１％、

第１３位「物品販売斡旋」１．２％。少子高齢化ととも

に、社会福祉や文化活動が進んできている。

４―４．釜石市の地域住民組織の主要な活動
調査では、地域住民組織が行っている主な活動を

複数回答で問うている。まず、平成５年調査の結果

をみてみよう。割合の高い順にみてみると、第１位

「町内清掃・美化」９５．５％、第２位「住民相互の連

絡」８７．６％、第３位「街 路 灯・防 犯 灯 の 設 置」

７３．０％、第４位「市に対する要望・陳情等」・「交通

安全・防犯」６７．４％、第６位「慶弔」５９．６％、第７

位「盆踊り・祭り」・「敬老会」５６．２％、第９位「集

会所等の維持・管理」５１．７％、第１０位「防災・防

火」４３．８％、第１１位「道路の維持・補修」３７．１％、

第１２位「スポーツ活動」３２．６％、第１３位「慰問等

社会福祉活動」１５．７％、第１４位「その他」１１．２％

となっている。菊池は、町内会の多様な機能を分類

するに当たり、生活集団的性格に立脚し、次の６種

類①親睦機能（運動会・祭礼・慶弔など）、②共同

防衛機能（防火・防犯・清掃など）、③環境整備機

能（下水・街灯・道路の管理維持）、④行政補完機

能（行政連絡伝達・募金協力など）、⑤圧力団体機

能（陳情・要望）、⑥町内の統合・調整機能を挙げ、

さらに、現代的状況に対応するために、⑦社会教育

機能、⑧地域代表機能、⑨地域福祉機能、⑩地域文

化機能を付け加える必要があるとする（菊池

１９９０：２２３）。釜石市のそれを第１位から菊池の類型

に当てはめれば、第１位は②、第２位は④・⑥、第

３位は③、第４位はそれぞれ⑤、②、第６位は①、

第７位はともに①、第９位は③・⑦、第１０位は②、

第１１位は③、第１２位は①、第１３位は⑨となろう。

さて、これらの活動の変容を時系列でみたいので

あるが、選択項目が違うので、同じ基準でみること

ができない。平成７年の調査では、町内会活動で特

徴的な活動を自由回答で訊いており、それをアフタ

ーコーディングしている。特徴的な活動ということ

で、多様な活動状況を知ることができるので、表７

にまとめ、ご紹介したい１１）。

４―５．釜石市の地域住民組織の構造
４―５―１．地域住民組織への加入形態

一般的に、地域住民組織への加入は全戸自動加入、

あるいは全戸強制加入と言われている。しかしなが

ら、釜石市では、平成６年の調査によれば、回答

９７団体中、全戸加入は７１団体（７３．２％）で２６団

体（２６．８％）は、希望者のみの加入となっている。

地区別に希望加入組織数をみると、本庁地区６団体

（１６．７％）、中妻地区１０団体（５２．６％）、小佐野地区

５団体（２１．７％）、甲子地区３団体（２５．０％）、鵜住

居地区１団体（５．６％）、栗橋地区０団体（０．０％）、

唐丹地区１団体（１４．３％）と、中妻地区における比

率が高いことが伺える。中妻地区は、希望者のみの

加入となっている組織が半数以上であるが、加入率

は、最低でも８０％ であり、加入率が低いわけでは

ない。つまり、参加の自由を担保した上での参加が

成立している。

４―５―２．地域住民組織の規約の有無
規約がある組織は、平成３年の調査で、９２．９％、

平成４年では８２．９％、平成５年では８６．６％ となっ

ている。回答率や回答組織の関係で変動があるよう

にみえるが、概ね、規約が作られている。

４―５―３．地域住民組織の会長の任期
平成８年の調査では、会長の任期は１年が１３
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（１５．２％）、２年が６８（８０％）、その他に、３年、５年、

１８年が１組織ずつある。その他は再任を可とし、

任期制を採用していないということができるだろう。

多くが２年任期制を採用していることが分かる。平

成９年 の 調 査 で は、１年 が９（９．９％）、２年 が７８

（８５．７％）、その他であり、平成１６年の調査でも、１

年が１０（１１．０％）、２年が７９（８６．８％）、その他と２

年任期へとシフトしてきている。会長職を長年務め

るのは負担が大きい。しかしながら、１年任期だと

仕事を覚える前に辞することになり、２年任期が定

着してきている。また、会長職を経験する前年には、

副会長職に就くことが多く、そこで１年経験を積ん

だ後、２年間、会長職を全うすることになる。

４―５―４．地域住民組織の内部組織
婦人部のある組織は、平成３年の調査で、４８．５％、

平成４年では５０．０％ と過半数となり、平成５年は

５０．６％ となった。防犯部のある組織は、平成５年

の調査で５０．６％ と過半数であった。平成１６年の調

査では、５５．２％ と緩やかに増加している。また、

同調査で、防犯協会への加入についても問うており、

加入率は６３．０％ であった。

４―５―５．地域住民組織運営上の問題点と今後の課題
平成６年の調査から、地域住民組織運営上の問題

点として、第１位は「会員の高齢化」７３．７％、第２

位は「活動への参加状況が悪い」４２．４％、第３位は

「予算不足」２８．３％、第４位「活動のマンネリ化」

２７．２％、第５位は「会員の減少」２６．３％、第６位は

表７ 町内会における特徴的な活動（平成７年）

活動内容 具体的内容 割合

環境整備 清掃活動（道路・下水・排水溝、薬剤散布など）２８．２％、環境衛生活動（環境パ
トロール等）３．３％、廃品回収活動２．８％、花いっぱい活動２．８％、防潮堤水門の
管理・清掃等１．１％、消防後援会１．１％、街灯の設置１．１％、街灯の維持・管理
０．５５％、リサイクル収納倉庫を子供会に供与助成０．５５％、海が荒れている時の
船の陸揚げ協働作業０．５５％、ワカメ養殖桁張り共同作業０．５５％、土地利用に関
する特別委員会０．５５％

４３．１５％

親睦活動 各種親睦活動（花火大会、いもの子会、旅行会、新年会、納涼大会、ドント焼き、
演芸会、ふれあい活動等）８．８％、各種祭典の実施及び協力７．１％、スポーツ活
動（合同運動会等）３．３％、盆踊り大会２．８％、慶弔関係１．１％、宗教的なもの

（海難供養、観音講）に対する助成金０．５５％

２３．６５％

交通安全、
防犯・防災

交通安全・防犯・暴力追放活動８．３％、小・中学生の非行防止活動（夜間巡回指
導等）１．７％、防災・防火活動０．５５％

１０．５５％

町内施設
管理

集会所の有効利用２．２％、町内施設の補修・修繕０．５５％、集会施設の無料使用
０．５５％、水道の維持管理０．５５％

３．８５％

町内統合・
調整

住民相互の連絡２．２％、各種団体（老人クラブ・子供会等）への助成１．７％、婦
人部の活動１．１％、新成人者への記念品の贈答０．５５％、地域活動への協力
０．５５％、駅前開発活性化イベントの開催並びに協賛０．５５％、老人世帯の会費免
除０．５５％、町内会と子供会の合同レクレーション０．５５％、各種団体との懇談会
０．５５％、婦人部研修０．５５％、地域で功績のあった人・団体に賞状を進呈０．５５％

９．４０％

地域文化
活動

郷土芸能活動１．７％、文化面への活性化０．５５％、時事に関する社会研修０．５５％ ２．８０％

地域福祉
活動

歳末助け合い募金０．５５％、慰問等社会福祉活動０．５５％、一人暮らしの方々との
昼食懇談会０．５５％、物品販売０．５５％、３世代交流事業０．５５％、毎月一回自主的
血圧測定０．５５％、葬儀用具及び祭壇を住民に格安で貸与（町内会で取得・管理）
０．５５％、冠婚葬祭の料理を婦人部で作る０．５５％

４．４０％

圧力団体 行政への陳情１．１％、下水道工事早期着工のための活動推進０．５５％、町内路線の
整備・促進０．５５％

２．２０％

出典：釜石市『平成７年度町内会等実態調査結果報告書』、※尚、一部、筆者がアフターコーディングをやり直して集計した。
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「住民間の協力体制が不備」９．１％ であった。一方、

今後の課題として、第１位は「町内環境整備の推

進」７６．８％、第２位は「住民間の親睦」７４．７％、第

３位は「高齢化等に対応した住民相互援助体制の確

立」６８．７％、第４位は「市・県等への要望・陳情の

取りまとめ」５０．５％ であった。さらに、町内会活

動をする上で必要だと思われることとして、第１位

「町内会活動に関する情報取得」５２．５％、第２位

「市等からの財政支援」４８．５％、第３位「他の町内

会の活動状況の情報」４１．４％、第４位「他の町内会

との交流」３０．３％、第５位「町内会活動に関する学

習会の開催」２６．３％ となっている。

４―５―６．地域住民組織のアカウンタビリティ
町内会内の情報を地域住民と共有するためには、

会報やニュースレターを発行する必要があるが、釜

石市では、どのような状況であろうか。平成７年の

調査結果より、町内会報を発行している組織は、回

答団体９４のうち４０団体であり、４２．６％ が会報を

発行している。回数は、年１回が２組織、年２～５

回が１５組織、６～１０回が１３組織、１１回以上が８組

織であった。毎月会報を発行する組織も８組織あり、

この様に、住民と地域課題や地域政治の情報を共有

することが、主体的な住民自治を進める上でも重要

なものとなるのである。

以上、岩手県釜石市の地域住民組織の特徴につい

て、市が実施した町内会等実態調査に基づいて、詳

らかにしてきた。今後、３．１１の津波による甚大な

被害による地域社会の解体、それを乗り越えて、い

かなる地域再生があるのか微力ながら検討させて頂

きたいと思う。
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註

１）３．１１について、ナショナルなものを問いなおし、もう一

度、ローカルなものを問う必要があることについて述べ

た拙稿も参考にして頂きたい（築山２０１１）。

２）この訪問は、来るべき１９９８年の第三次調査のためのもの

であり、釜石市役所、釜石製鐵所、釜石商工会議所等を

訪問し、釜石市の現状について調査を行った。調査者は、

田野崎昭夫教授、当時の大学院田野崎ゼミナールの間淵

領吾（現関西大学社会学部教授）、田邊浩（現金沢大学人

間社会学域准教授）、飯島賢志（現武蔵丘短期大学健康栄

養専攻専任講師）と現地で合流した竹村祥子（現岩手大

学人文学部教授）と筆者の６名であった。市役所でご挨

拶した当時の市長は、第１６代の野田武義市長であった。

３）文書には、「自治会、町内会等の住民自治組織に関する調

査概要」１頁、「自治会、町内会等の住民自治組織に関す

る調査表（市区町村分）」９頁（表紙・目次含む）、「回答

表記載要領」１頁、「回答表」４頁、合計 B４・１５頁が添

付されている。調査表は、「Ⅰ．住民自治組織の設置状況

に関する調」、「Ⅱ．住民自治組織の上部組織（例えば連

合会等）に関する調」、「Ⅲ．住民自治組織が所有する不

動産を住民自治組織名で登記できないことに伴う問題に

関する調」、「Ⅳ．補助金の交付金に関する調」の４部構

成となっている。

４）ここで法改正と言われているのは、具体的には、地方自

治法第二百六十条における認可地縁団体についてのこと

である。第二百六十条の二では、「町又は字の区域その他

市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づい

て形成された団体（以下本条において「地縁による団

岩手県釜石市における地域住民組織
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体」という。）は、地域的な共同活動のための不動産又は

不動産に関する権利等を保有するため市町村長の認可を

受けたときは、その規約に定める目的の範囲内において、

権利を有し、義務を負う。」と定められ、地域住民組織が

法人格を持つことができるようになった。従来、町内

会・自治会等の地域住民組織は、町内会館等の不動産を

所有していたが、それは地域の一部代表者の連名での共

同名義とされてきた。それは、町内会・自治会が任意の

団体であり、法的には「権利能力なき社団」と位置づけ

られ、当該団体名義で不動産の登記を行うことができな

かったからである。それが、特に、都心部において、バ

ブルを経験し、町内会が所有する土地にも高額の相続税

がかけられることになり、相続時や名義変更時において

トラブルとなることなどから、それを避けるための法改

正であった。

５）自治省の調査に対応するために、釜石市は、B４一枚の

調査票を新たに作成し、それを全地域住民組織に配布し、

回答を求め、集計した。この調査票において、自治省の

調査項目にない、市独自の調査項目がある。それは、①

会長の住所氏名電話、②事務局の住所氏名電話、③年間

予算額、④婦人部の設置有無、⑤廃品回収の実施有無と、

回収回数と回収金額、⑥市に対する要望の６点である。

６）当然、最も負担の重いのは、住民たち自身なのである。

自治体レベルでは、其々の縦割りの動きなのであるが、

住民たちは、それを一手に引き受けることになるのであ

る。住民生活は縦には区切られていないのである。そし

て、その調査に回答するのは、多くが会長職であり、対

外的な対応の多くを会長職が担うことになり、そのこと

が、仕事を持つ若い世代や、家事や育児、介護等を担わ

されている女性たちが、会長職に就くことを阻んでいる

のである。

７）辻村らが、全国の町内会調査を実施するために、地方自

治体に調査協力を依頼した際に、１８４３のうち２１（うち０

回答の市区町村７含む）の地方自治体が、同地域での自

治会を行政として把握していないとし、「いくつかの市区

町村では行政が関知しないところで自治会が活動してい

るということであった」と述べている（辻本２００９：１９８）。

逆を言えば、地方自治体が自治会の活動を把握していな

いケースと言うのはきわめて稀であるということなので

ある。

８）組織については、さらに（三）部落会及町内会ハ区域内

全戸ヲ以テ組織スルコト、（四）部落会及町内会ハ部落又

ハ町内住民ヲ基礎トスル地域的組織タルト共ニ市町村ノ

補助的下部組織トスルコト、（五）部落会ノ区域ハ行政区

其ノ他既存ノ部落的団体ノ区域ヲ斟酌シ地域的共同活動

ヲ為スニ適当ナル区域トスルコトと続き、（三）は、町内

会等の住民組織の特性のひとつである全戸加入制につい

て定め、（四）は、行政の末端機構について、定めている。

９）ここでは、平成２年の町内会代表者名簿に掲載されてい

る地区別地域住民組織と、平成７年の町内会等実態調査

結果一覧表に掲載されている地区別地域住民組織を比較

して、あくまでも、それらの書面上で比較して判断でき

る部分について検討した。直接当事者に確認をしていな

いことから、実際には名称変更が行われていないのに、

記載ミスにより名称変更されたように見えるという組織

もないとは言えないことをお断りしておきたい。

１０）栗林地区、鵜住居地区、唐丹地区、そしてもう一カ所

（調査票回答から文字判読不明）に連合町内会があると回

答されている。

１１）自由回答であるので、項目が挙げられている場合とでは

かなり回答が異なることも理解しておきたい。
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